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＜考察＞

　メンタルヘルスの問題は、大きくメディアでも取り上げられるようになり、当法人にとっても重要な問題になってきています。体の不調が続けば、考えて仕事をすることができない為、その結果効率のいい、中身のある仕事ができず、また他者へ気配りをする気力を失ってしまいます。そうなれば、患者様・利用様へのサービスは低下し、最終的には法人の収入も減り、職員へ還元できる利益も減収することになります。今までの体調不良に対する取り組みは、本人任せであったのが実態であったと考えます。一人の不調が他者へ影響し、二人、三人と増え続ければ、心身ともに健康であった職員も疲弊してしまう。そのことを防ぐ為にも、事業者側として何ができるのか、どう対応したらいいのか、そのことを重点的に考え、取り組み、効果を上げていく時期になってきていると思います。精神科病院が母体でもある為、比較的他企業に比べれば、精神障害等で休んでしまう職員に対して、事業者側だけでなく、他職員も寛大な対応をしていると思います。その点を考えれば、メンタルヘルスを考えるのに、精神障害とは何かという、根本的な基本から考える必要がなく、すぐに実行性のある対策を考えることができるいい環境にあります。
　今回の研修は、主に大企業での取り組みを紹介していました。専任の産業医や保健師が、直接労働者と面接をし、事業者側へアドバイスをする。もちろん上司へは話はしないという守秘義務も徹底され、中小企業ではできない理想的な話しでありました。大企業並みの対応ができれば、本人だけでなく、他職員も安心して仕事ができると思います。しかしながら、そのようなことができてなくても、法人として、事業者側として、最大限何ができるのかを考え、対応していけば、大企業にも負けない、特色のある働きやすい職場環境を構築できるのではないかと考えます。参考になる点もありましたので、今後職員の職場環境の改善、かつ職員一人一人が健康であるように、対応と対策を検討できる体制作りを目指していきたいと考えます。
＜研修要旨＞

○職場におけるメンタルヘルス対策
　厚生労働省労働基準局安全衛生部　労働衛生課長　鈴木幸雄氏

１．産業保健制度

　①産業医の選任基準

　　・専任義務

　　　－常時５０人条の労働者を使用する事業場

　②産業医の職務

　　・健康診断の実施、その結果に基づく措置

　　・作業環境の維持管理

　　・作業管理

　　・健康教育、健康相談

　　・衛生教育

　　・健康障害の原因調査及び再発防止措置

２．メンタルヘルス対策をめぐる現状

　①職業生活におけるストレス等の状況

　　・労働者の約６割が強いストレスがある

　②自殺者の推移

　　・自殺者数は年間３万人超

　　・自殺者の３割が労働者

　③自殺の原因
　　・勤務問題を理由とする自殺者は約２５００人

　　　労働災害による死亡者数１０７５人（平成２１年）

　④精神障害等の労災補償状況

　　・精神障害等の労災件数が増加傾向

３．職場におけるメンタルヘルス対策

　①職場のメンタルヘルスの課題と対応

　　【事業場の具体的課題】

　　　・取り組み方がわからない

　　　・専門スタッフがいない

　　　・必要性を感じない

　　　・労働者の関心がない

　　　　　　↓

　　【事業場への支援】

　　　・メンタルヘルス対策支援センターによる総合的な支援

　　　・メンタルヘルスケアの取り組み方法の指示等

　　　　　事業場からの相談に対応するための相談窓口の設置

　　　　　事業場の求めに応じた個別訪問指導の実施

　　　　　メンタルヘルス・ポータルサイトの設置

　　　・専門スタッフの育成等

　　　　　産業医等産業保健スタッフに対するメンタルヘルス研修の実施

　　　　　事業場内メンタルヘルス推進担当者研修の実施

　　　　　外部相談機関の紹介

　　　・メンタルヘルス対策の周知・啓発

　　　　　メンタルヘルスシンポジウム、セミナーの開催

　　　　　メンタルヘルス・ポータルサイトの設置（再掲）

　　　　　労働者向けセルフケア促進用資料等、各種リーフレット等の作成・配布

　②労働者の心の健康の保持増進のための指針（概要）

　　労働安全衛生法第７０条の２第１項に基づき、厚生労働大臣が公表した指針。

　　メンタルヘルスケアの原則的な実施方法を定めている。

　　【指針の概要】

　　　１　衛生委員会等における調査審議

　　　２　心の健康づくり計画の策定

　　　３　４つのメンタルヘルスケアの促進

　　　　　・セルフケア

　　　　　　　労働者自身がストレスに気づき対処すること

　　　　　・ラインによるケア

　　　　　　　管理監督者が職場の具体的なストレス要因を把握し改善すること

　　　　　・産業保健スタッフによるケア

　　　　　　　産業医等の産業保健スタッフが、セルフケア、ラインによるケアの実施を支援するとともに、教育研修の企画・実施、情報の収集・提供等をおこなうこと

　　　　　・事業場外資源によるケア

　　　　　　　メンタルヘルスケアに関する専門機関を活用すること

　　　４　メンタルヘルスケアのための教育研修・情報提供

　　　５　職場環境等の把握と改善

　　　６　メンタルヘルス不調の気づきと対応

　　　７　職場復帰における支援

　　　８　個人情報の保護への配慮

③心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き
　　１　基本的な考え方

　　　　円滑な職場復帰を行うためには、職場復帰支援プログラムの策定や関連規程の整備等により、休業開始から通常業務への復帰までの流れを明確にすることが重要。策定された職場復帰支援プログラム等については、労働者、管理監督者等に周知すること。

　　２　病気休業開始及び休業中の段階

　　　　休業中の労働者が不安に感じていることに関して十分な情報提供や相談対応を行うこと。職場　　　復帰支援に関する事業場外資源や地域にある公的制度等を利用する方法もあることから、これらについての情報を提供することも考えられること
　　３　職場復帰の決定までの段階

　　　　主治医による職場復帰の判断は、職場で求められる業務遂行能力まで回復しているか否かの判断とは限らないことに留意。より円滑な職場復帰を図る観点から、主治医に対し、あらかじめ職場で必要とされる業務遂行能力の内容や勤務制度等に関する情報提供を行うこと

　　４　職場復帰後の段階

　　　　心の健康問題を抱えている労働者への対応はケースごとに柔軟に行う必要があることから、主治医との連携を図ること。職場復帰した労働者や当該者を支援する管理監督者、同僚労働者のストレス軽減を図るため、職場環境等の改善や、職場復帰支援への理解を高めるために教育研修を行うこと

④職場におけるメンタルヘルス対策の推進

　　事業場における基本的取組事項

　　「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（平成１８年公示第３号）に基づく取組の促進

　　　・衛生委員会等での調査審議

　　　・事業場内体制の整備（事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任）

　　　・教育研修の実施

　　　・職場環境等の把握と改善

　　　・不調者の早期発見・適切な対応

　　　・職場復帰支援

⑤メンタルヘルス対策支援センター事業の概要

　　趣旨・目的

　　　・地域における職場のメンタルヘルス対策の中核的機関として全国４７都道府県に設置

　　　・メンタルヘルス不調の予防から復職支援まで職場のメンタルヘルス対策を総合的に支援

　　事業内容

　　　・事業者、産業保健スタッフ等のからの相談対応

　　　・事業者、産業保健スタッフに対する助言等の実施

　　　・職場の管理職に対する教育の実施（平成２２年度新規）

　　　・相談機関の登録・公表、事業場への紹介等の実施

　　　・事業者、産業医、主治医、相談機関、行政機関等の間のネットワークを構築

４．自殺対策

　①自殺対策基本法（平成１８年１０月２８日施行）
　　・法の目的

　　　　自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与すること

　　・内容の概要

　　　１　自殺対策の基本理念

　　　　①自殺が個人的な問題としてのみとらえられるべきものではなく、その背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならないこと

　　　　②自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければならないこと

　　　　③自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなければならないこと

　　　　④国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係する者の相互の密接な連携の下に実施されなければならないこと

　　　２　国、地方公共団体、事業主、国民のそれぞれの責務
　　　３　政府による自殺対策の大綱の策定と、国会への年次報告

　　　４　国・地方公共団体の基本的施策

　　　５　内閣府に、関係官僚をメンバーとする自殺総合対策会議を設置

　②自殺を予防するための当面の重点施策（自殺総合対策大綱より）

　　　自殺の実態を明らかにする

　　　国民一人ひとりの気づきと見守りを促す

　　　早期対応の中心的役割を果たす人材（ゲートキーパー）を養成する

　　　心の健康づくりを進める

　　　適切な精神科医療を受けられるようにする

　　　社会的な取組で自殺を防ぐ

　　　自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ

　　　遺された人の苦痛を和らげる

　　　民間団体との連携を強化する

　③自殺・うつ病対策プロジェクトチーム（Ｈ２２，１設置）

　　　趣旨・目的

　　　　自殺者数が平成１０年から１２年連続で３万人を超える高水準で推移。人口１０万人当たりの自殺による死亡率（自殺死亡率）も欧米の先進諸国と比較して突出して高い水準にあることを踏まえ、厚生労働省として実行ある対策を講じることを目指して省内に設置

　　　検討事項

　　　　厚生労働分野における相談機能の強化等、自殺の背景に着目した地域・職域体制の整備

　　　　医療をはじめとする、うつ病等に対する地域・職域の対応力の強化

　　　　自殺対策、うつ病・メンタルヘルス対策に関わる人材の確保、資質の向上

５．今後のメンタルヘルス対策

　①職場におけるメンタルヘルス対策検討会（概要）

　　　職場のメンタルヘルス対策の基本的な報告

　　　・労働者のプライバシーが保護されること

　　　・事業者にとって容易に導入でき、また、労働者にとって安心して参加できること

　　　・専門的な知識を有する人材の確保や活用等の基盤整備が図られること

　　　・労働者が、健康の保持に必要な措置を超えて、人事、処遇等で不利益を被らないこと

　　　・必要な場合には専門家につなぐことができること、職場においてメンタルヘルス不調の正しい知識の普及が図られること

　　　新しい枠組み

　　　・定期健診に併せ、ストレスに関連する労働者の症状・不調を医事が確認する

　　　・面接が必要とされた労働者は産業医等と面接を行う。その際は、ストレスに関連する症状や不調の状況、面接が必要かについて事業者に知らせない

　　　・産業医等は、労働者との面接の結果、必要と判断した場合は労働者の同意を得て、事業者に時間外労働の制限や作業の転換等について意見を述べる

　　　・事業者は、労働時間の短縮等を行う場合には、産業医等の意見を労働者に明示し、了解を得るための話合いを行う

　②労働政策審議会建議（平成２２年１２月２２日）
　　　事業者の取組の第一歩として、ストレス症状を有する者に対する面接指導制度を導入する

　　　【具体的な枠組み】

　　　　・医師が労働者のストレス症状を確認し、面接が必要と認める場合には労働者に直接通知

　　　　・労働者が事業者に対し面接の申出を行った場合には、現行の長時間労働者に対する医師による面接指導制度と同様に、事業者が医師による面接指導及び医師からの意見聴取等を行う

　　　（留意点）

　　　　・事業者は、労働者の申出又は面接指導の結果を理由として、解雇その他の不利益な取扱いをしてはならない

　　　⇒建議を踏まえ、必要な対策を検討中

○メンタルヘルス対策の実態とその取り組みについて－産業医の立場から－

　大阪ガス株式会社　人事部健康開発センター　統括産業医　岡田邦夫氏

１．メンタルヘルスケアとしてのストレスチェック

　①一般定期健康診断に併せてストレスチェック

　　健康診断時のストレスチェック実施とその課題（例）

　　　１　健康診断問診表の充実→ストレスチェック項目などによって所要時間は

　　　２　正確な情報が収集されるのかどうか→ストレスがあってもなしとした場合は

　　　３　健診医が「要面接」としなかった例で、後にメンタルヘルス不調が発生した場合

　　　４　健診医がリスク回避のために多くの対象者に「要面接」とした場合

　　　５　「要面接」となった従業員が面接を受ける場合、労働時間内かどうか

　　　６　面接を指示するのは健診医か事業者か

　　　７　要面接となった対象者が面接を拒否した場合は

　　　８　面接を受ける途中で事故にあった場合は

　　　９　面接の結果、就業上の措置が必要となったが、本人が拒否した場合

　　１０　医療機関に紹介しても受診しなかった場合　等など

　②全員にストレスチェックを実施

　　ストレスチェックは、一般定期健康診断時または別に実施

　　　１　全員にストレスチェックを実施し、その結果から要面接対象者を決定

　　　２　対象者に面接の要否を通知

　　　ストレス症状の確認の結果（面接の要否等）事業主に伝えない

　　　３　要面接と決定された対象者は事業者に面接の申出を行う

　　　４　事業者はあらかじめ面接する医師を指定

　　　５　事業者は、面接を実施した医師からの意見聴取を行う

　　　　　（時間外労働の制限、作業の転換等について意見）

　　　　　面接医は必要に応じて受診を勧奨

　　　６　事業者は、意見聴取の結果に基づいて就業上の措置を講ずる

　③全員面談の導入でメンタルヘルスケア

　　産業医が事業場の従業員全員の面談を

　　　定期健康診断時の診察・面談

　　　健康相談としての面談（本人の申出）

　　　復職支援としての面談

　　　過重労働対象者の面談

　　基本は年１回（できれば健康診断後：結果を考慮した面談）

　　フォローの必要のある場合には、時期を決めて実施

２．大阪ガスにおけるメンタルヘルスケア
　　　１　健康診断時の職業性ストレス簡易調査の実施

　　　　　①健康診断事後指導－特に問題がある対象者

　　　　　②個別指導・相談－産業医・精神科医との連携

　　　２　管理監督者に対する啓発

　　　　　①新任監督者研修（人事研修）　産業医

　　　　　②新任管理監督者研修（人事研修）「ヘルスマネジメント研修」　産業医

　　　　　③産業医によるメンタルヘルス講座（各組織からの依頼による）

　　　　　④社外メンタルヘルス研修会の情報提供

　　　３　全従業員に対する啓発

　　　４　健康相談

　　　　　①産業医　心身両面に係る相談、復職面談、就業制限に係る面談

　　　　　②精神科医　一般診療、上司からの相談対応

　　　５　産業保健スタッフによる出張健康サービス

　　　　　①各組織に産業保健スタッフが定期的に訪問

　　　　　②各組織における健康学習

　　　６　社外健康相談窓口（２４時間電話相談）

　　　　　関係会社との連携（すこやかダイヤル）

３．新任監督者研修（人事研修）

　　新任監督者の人事研修において、産業医による健康管理に係る研修を実施

　　研修内容

　　　１　健康診断

　　　　　　労働衛生管理、就業制限

　　　２　メンタルヘルス対策と過重労働対策

　　　　　　判例から学ぶメンタルヘルスならびに過重労働対策

　　　３　メンタルヘルスの基礎知識

　　　　　　ストレス、４つのケア

　　　４　いわゆるパワハラについて

４．管理監督者ヘルスマネジメント研修（人事研修）

　　新任管理監督者の人事研修において、産業医による健康管理に係る研修をロールプレイを交えて実施

研修受講前に、イントラネットにてe-ラーニングを受講（労働安全衛生法）などについて

研修内容

　ヘルスマネジメントの基礎知識

　　１　部下の健康管理について

　　２　部下のメンタルヘルスケアについて

　　３　部下の過重労働について

　　４　部下の疾病や就業制限について

　　５　いわゆるパワハラについて

　　６　メンタルヘルスケア体制

　　　　事例検討

○メンタルヘルス対策の実態と方向性－嘱託産業医の立場から－

　医療法人社団　大坪会　三軒茶屋病院院長　産業医　大坪公子氏

１．職場復帰支援の流れ

　【第１ステップ】病気休業開始

　　イ　労働者からの診断書

　　ロ　管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等によるケア

　　　↓

　【第２ステップ】主治医による職場復帰可能の判断

　　労働者からの職場復帰の意思表示及び職場復帰可能の診断書の提出

　　　↓

　【第３ステップ】職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成

　　イ　情報の収集と評価

　　　　・労働者の職場復帰の対する意思の確認

　　　　・産業医等による主治医からの意見収集

　　　　・労働者の状態等の評価

　　　　・職場環境の評価

　　　　・その他

　　ロ　職場復帰の可否についての判断

　　ハ　職場復帰支援プランの作成

　　　　・職場復帰日

　　　　・管理監督者による業務上の配慮

　　　　・人事労務管理上の対応

　　　　・産業医等による医学的見地からみた意見
　　　　・フォローアップ

　　　　・その他

　　　↓

　【第４ステップ】最終的な職場復帰の決定

　　イ　労働者の状態の最終確認

　　ロ　就業上の措置等に関する意見書の作成

　　ハ　事業者による最終的な職場復帰の決定

　　ニ　その他

　　　↓

　職場復帰

　　　↓

　【第５ステップ】職場復帰後のフォローアップ

　　イ　症状の再焼・再発、新しい問題の発生等の有無の確認

　　ロ　勤務状況及び業務遂行能力の評価

　　ハ　職場復帰支援プランの実施状況の確認

　　ニ　治療状況の確認

　　ホ　職場復帰支援プランの評価と見直し

２．試し出勤制度（リハビリ出勤制度）

　・社内制度として試し出勤制度（リハビリ出勤制度）を設けている場合、より早い段階で職場復帰の試みを開始することができ、結果として早期の復帰に結び付けることが可能となる。また労働者自身が実際の職場において自分自身及び職場の状況を確認しながら復帰の準備を行うことができるため、より高い職場復帰率をもたらすことが期待される。

　・しかし、この制度の運用においては、試し出勤の人事労務管理上の位置づけについて十分に検討しておく必要がある他、この制度が職場の都合ではなく、労働者自身の主体的な考えや判断に基づいて運用されるよう留意すべきである。

３．産業医面談に必要な情報

　　１　面談目的

　　　　　会社名、面談予定日、面談目的、同席者

　　２　基本情報

　　　　　面談社員名、生年月日、性別、入社年月日、職種・役職

　　３　休業情報

　　　　　傷病名、休業期間、最長休業可能日

　　４　体調・経緯など

　　　　　いつからどのような症状があったか

　　　　　原因は何なのか（人間関係、時間外労働、家庭の問題など）

　　５　添付資料

　　　　　顧問医の意見書、産業医の意見書

　　６　連絡先

　　　　　住所、氏名、電話、メール

４．復職後の産業医による個人面談

　　１　体調の確認

　　　　　睡眠、食事（栄養）、通院（服薬）、自覚症状

　　２　勤務の条件

　　　　　制限勤務（６時間）

　　　　　定時勤務（８時間）

　　　　　条件付き勤務（産業：月４５時間以内、出張・休日勤務不可）

　　　　　通常勤務

　　３　職場の人間関係

　　４　家庭の協力

５．メンタルヘルス対策－今後の方向性

　　１　快適な職場を作る

　　　　　過重労働を避ける（残業を月に４５時間以下にする）

　　　　　職場の人間関係

　　２　メンタル異常者の早期発見

　　　　　休業

　　　　　治療（専門医受診、薬物療法、心理療法、その他）

　　３　人間らしい生活をする

　　　　　睡眠、食事、運動、家庭、趣味、仕事

　　　　　精神的な充実感を味わう

○メンタルヘルス対策の方向性－日本医師会の立場から

　社団法人　日本医師会　常任理事　三上裕司氏

１．日本医師会における取り組み　①うつ・自殺対策

　①「自殺予防マニュアル」の刊行
　　　・約１６万５千人の日本医師会員全員に配布

　　　・平成２０年３月の医学部卒業生全員に贈呈

　②研修会の開催

　　・地域医療における自殺予防研修会の実施（平成１９年６月２３日開催）

　　　　目的

　　　　　１　政府の「自殺総合対策大綱」における、医師、医師会の役割、及び各地域等における先駆的自殺対策を参考に、地域医師会における自殺予防に向けての取り組みを促進する

　　　　　２　年間の自殺者が平成１０年より連続で３万人を超えている現状を踏まえ、かかりつけの医師に、うつ状態・うつ病について正しく理解していただき、早期の診断、治療、専門医への紹介により、自殺者の減少に資する

　　・日本医師会
　　　かかりつけ医うつ病対応応力向上研修会の実施（平成２０年１０月５日開催）

　　　　目的

　　　　　１　かかりつけ医師に、うつ状態・うつ病診療の知識・技術、及び早期発見・早期治療による自殺対策の一層の推進を図る

　　　　　２　厚生労働省の「かかりつけ医うつ病対応力向上研修事業実施要綱」に定められる標準的なカリキュラムに基づき、各都道府県で実施される研修会の参考例を示す

③内閣府「睡眠キャンペーン」への協力

　　・うつの症状は本人のみならず、家族や周りの人も気づきにくい傾向がある

　　・うつの症状の中でも、不眠であれば比較的自覚しやすい傾向がある

　　・２週間以上継続する不眠の早期発見が、うつの早期発見・早期治療、ひいていは自殺予防につながる

　　・睡眠の問題を切り口として、本人及び家族にうつのサインに気づいていただくこと及び早めの専門医療機関への受診を促すことを目的に実施

　　・約１６万５千人の日本医師会員全員へキャンペーンポスターを配布
　　・キャンペーンDVDへの推薦メッセージ、ならびに日本医師会員全員へのDVD配布

　　・日本医師会ニュースにおけるキャンペーンの周知

　　・日本医師会ホームページでの周知、ならびに内閣府「自殺対策ホームページ」との相互リンク

④精神保健委員会の設置

　　・わが国の自殺者が平成１０年以降、連続で３万人を超えるといった状況がある中で、うつ・自殺対策について検討することを目的とし、平成２２年度より、精神保健委員会（プロジェクト）を設置

　　・諮問「うつ・自殺対策における具体的対応の提示」

２．日本医師会における取り組み　②勤務医の健康支援
　①平成２０年度勤務医の健康支援に関するプロジェクト委員会発足の背景

　　・勤務医の勤務条件や労働環境は想像を絶する

　　・勤務条件の影響で健康を害した医師が多数いる

　　・医師の健康確保は患者安全につながる

　　・医師の健康支援は医療再生に不可欠

　②「勤務医の健康の現状と支援のあり方に関するアンケート調査」の実施

　　　１　調査対象者：日本医師会会員で勤務医（約７５，０００人）から１万人を無作為抽出

　　　　　　　　　　　（男性８，０００人、女性２，０００人）
　　　２　調査期間：平成２１年２月２０日～３月６日

　　　３　回答：４，０５５人　有効回答率40.6%（３，８７９人回答、１７６人回答に不同意）

　　　４　結論：勤務医の就業環境や生活習慣には改善の余地がある

　　　　　　　　医師自身の意識改革も必要であるが、医療機関としての組織的な取り組みが求められる

　　　　　　　　医療機関において、産業医活動を活性化させる必要がある

　③小規模事業場の労働者の健康管理に関する日本医師会の考え方

　　・小規模作業場の労働者の健康管理は、メンタルヘルス対策など解決すべき課題も多く。大変重要である。特に、現在のような経済状況においては、地域産業保健センター事業の果たす役割は大変重要である

　　・国民の生命と健康を守ることは医師会の使命であり、これまで多くの産業医の先生方の献身的な取り組みによって築き上げられた小規模作業場の健康管理対策が後退するような事態は極力避けなければならない

　　・地域産業保健センター事業については、都道府県医師会の理解と協力が得られるよう、厚生労働省に対して環境整備に向けた要望活動を行っていきたい

　　・小規模事業場における産業保健は、地域保健との連携が重要である
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